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日頃から本県商工業の振興及び各地の商工会議所活動の推進につきまして、格別な

るご理解とご協力を賜り心から感謝を申し上げます。 

商工会議所は、政策提言や各種イベントの実施主体となるなど、地域振興の中核的

役割を担っています。 

また一方で、「小規模事業者支援法（商工会及び商工会議所による小規模事業者の

支援に関する法律）（平成５年５月 21 日法律第 51 号）」に基づく小規模事業者経営支

援事業の実施に加え、小規模企業の活力発揮の必要性が増大していることから平成 26

年 6 月に制定された「小規模企業振興基本法」に基づき、小規模事業者の持続的発展

を支援していくため、各種事業を積極的に展開しています。 

さらには、国や県、各自治体の産業労働政策、特に中小企業振興施策の最終伝達現

場としての役割も果たすなど、地域の総合経済団体として多岐にわたる事業活動を行

っています。 

これらの役割を担っている商工会議所は、会員からの会費収入等の自主財源により

事務局運営費の大部分を賄っており、会員企業等による互恵・互助の精神や役員・議

員のボランティア的な働きにより成り立っています。 

しかしながら、近年、会員数の減少等により会費等の自主財源が減少してきている

なか、財政状況は年々悪化しており、今後組織基盤が揺らぎかねません。 

つきましては、地域の産業と雇用を守っている中小企業・小規模事業者の経営を下

支えするため、産業振興施策の更なる充実・強化を図っていただくとともに、中小企

業・小規模事業者の経営相談・指導体制を担っている県内各地商工会議所の機能を維

持していくため、令和７年度の予算編成にあたり特段のご配慮を賜りますようお願い

申し上げます。 

 

以 上 
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１．商工会議所の維持・強化に対する支援について 

引き続き県経済の活性化を図るためにも、それを下支えする商工会議所の維持・強

化に向け、次の事項について特段のご配慮をお願いいたします。 

 

（１） 商工会議所経営支援体制強化について 

県内の中小企業・小規模事業者は、原材料をはじめとした物価高騰や円安、深刻

な人手不足の影響を受け、事業規模の縮小・廃業等の増加が強く懸念される状況に

あり、県内商工会議所では企業ニーズに応じた、きめ細かい伴走型経営支援や継続

的なフォローアップを実施しているところです。 

このため、各商工会議所においては経営支援体制の充実・強化が一層求められて

おり、引き続き十分なご支援をお願いいたします。 

特に経営指導員・補助員・記帳専任職員の定数については、現行の設置定数基準

（経済センサスに基づく小規模事業者数）から算定すると、今後減少傾向は避けら

れませんが、経営指導員等の業務が質・量ともに年々増大している現状を踏まえ、

当該基準の見直しも含め、経営指導員等の人材を安定的に確保できるようお願いい

たします。 

 

（２） 事務局長設置費の安定的確保について 

県内の商工会議所におきましては、事務局長が地域産業の振興・発展に資する事

業の企画や小規模事業者の経営改善に必要な業務の立案、さらには事務局内の管理

監督等多くの重要な役割を担っています。 

ついては、県内各地商工会議所の機能を維持・拡充していくために、令和７年度

の事務局長設置費の補助額を前年度以上に確保してくださるようお願いいたします。 

  なお、事務局長設置費の交付については、様々な必須要件が定められておりますが、

地域の実情に合わせて柔軟に対応できるよう、交付要件の緩和をお願いいたします。 

 

（３） 新潟県商工団体支援事業費補助金の確保について  

当連合会は、県内 16 の商工会議所のまとめ役として、各地商工会議所の効果的

かつ効率的な事業展開に向けて、各商工会議所の活動を幅広く支援しています。 

今後とも当連合会の役割・機能を強化していくことがひいては県内経済の底上げ

につながるものと確信していることから、令和７年度の当連合会に対する事業費補

助金については前年度以上の補助額の確保をお願いいたします。 

 

（４） 資質向上対策事業費の確保について 
今後、経営指導員一人ひとりの資質向上が不可欠なことから、中小企業大学校等

における専門研修の受講に対する令和７年度の補助額を前年度以上に確保してく

ださるようお願いいたします。 

修正 

 

修正 
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合わせて、中小企業の海外展開による外需の取り込みが地域経済の活性化につな

がることから、海外ビジネスに関する支援スキル向上のため、経営指導員の実務研

修に対し特段の補助をお願いいたします。 

 

（５） 小規模事業者支援法の小規模事業者支援計画作成等に伴う支援強化について 

小規模事業者支援法に基づく「事業継続力強化支援計画」について、商工会議所

が市町村と共同で作成する支援計画に関し、ガイドラインを作成いただいたところ

ですが、引き続き支援計画の作成及び計画策定後の連携、協力を図ってくださるよ

うお願いいたします。 

また、事業継続力強化支援はもとより、「新・経営発達支援計画」においては、「法

定経営指導員」が計画の作成から実施段階に至るまで関与することが必須となって

いることから、県が実施する経営改善普及事業への影響にも鑑み、経営発達支援事

業等の円滑な実施に向けて、人材の育成や財政的な支援強化等について、引き続き、

国に対して強く働き掛けてくださるようお願いいたします。 

 

 

２．中小企業・小規模事業者に対する支援施策の拡充・強化について   

中小企業・小規模事業者に対する支援施策については、商工会議所としましても情

報発信を含め、県との協力体制を強化してまいりますので、次の事項につきまして積

極的な対応、取組を展開してくださるようお願いいたします。なお、各種施策を実施

する上では、従前以上に関係する市町村との連携・協調を図った上で取組を進めてく

ださるようお願いいたします。 

 

（１） 中小企業・小規模事業者支援について 

① 資金繰り対策について  

新型コロナウイルス感染症対応資金等の資金繰り支援策を活用している企業

では、業況が回復しない中で支援措置の終了により、資金繰りのさらなる悪化に

直面している先もあり、事業の継続が危ぶまれています。 

ついては、金融機関に対して本業支援や事業性評価に基づく追加融資等の柔軟

な対応の継続を求めるとともに、中小企業・小規模事業者の資金繰りに対する相

談体制の強化や、融資手続きの簡素化、融資実行の迅速化等について金融機関に

対し、引き続き強く働き掛けてくださるようお願いいたします。 

なお、いわゆるコロナ特別貸付においては県信用保証協会の保証による融資が

大半ですが、保証債務については借換え等を含めて最大限柔軟に対応いただくよ

う、県内金融機関や県信用保証協会に対して強い働き掛けをお願いいたします。 
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② 能登半島地震の被災事業者に対する資金繰り支援について  

能登半島地震からの復興に向けて「なりわい再建支援補助金」等により支援を

行っていただいておりますが、補助対象経費には全壊または半壊のみとする場合

もあり、一部損壊等で罹災した事業所への資金繰り支援についても強化してくだ

さるようお願いいたします。 

 

③ 地域需要の喚起施策について 

地域経済の回復に向け、県民や中小企業・小規模事業者への成長期待を高める

地域需要の喚起施策（クーポン券・プレミアム付き商品券等をはじめ、地域のグ

ルメなどをテーマに様々な業種を巻き込むイベント開催等）を実施、あるいは支

援策の拡充をお願いいたします。 

 

④ 事業継続や起業のための支援策の拡充や申請要件の緩和について  

今後の景気回復期まで事業継続が図られるよう補助金・助成金について前向き

な企業を支援するような制度設計をお願いするとともに、年間を通じて起業を志

す人を後押しする支援策の創設・拡充をお願いいたします。 

 

（２） 物価上昇に対応する価格転嫁の商習慣化など取引適正化の推進について 

地域経済の好循環を持続させるには、物価上昇等に対応する価格転嫁の商習慣化

を図ることが肝要で、価格転嫁の推進は雇用促進にも直結することから、官民が一

体となって取引適正化への取組をさらに強化する必要があります。 

ついては、取引適正化に取り組む事業者へのインセンティブ拡充や、事業協同組

合等による団体協約の推進・自主行動計画の策定推奨など、価格交渉への取組を後

押しする環境整備について積極的に推進いただくようお願いいたします。 

 

（３） 新事業チャレンジ支援事業の継続・拡充や新制度の創設について 

  県経済のさらなる活性化のため、令和７年度以降におきましても、県内企業の新

たな製品開発やサービスの提供等、前向きな挑戦を後押しする新事業チャレンジ支

援事業を継続してくださるようお願いいたします。また、より大きな設備投資等に

も対応できるよう、制度の拡充や、新たな補助・助成制度の創設などにつきまして

特段のご配慮をお願いいたします。 

 

（４） 経営・技術強化支援（エキスパート・バンク）事業費の確保について 

本事業は、経営基盤の脆弱な小規模事業者が事業改善や経営革新に取り組む際、

大いに利用され数々の企業の課題解決に寄与しています。 

ついては、本県小規模事業者の販売促進、生産性・技術力の向上等を一層促進す

るため、重点的な取組として、令和７年度も同事業補助額を前年度以上に確保して

くださるようお願いいたします。 
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（５） 経営安定特別相談事業費の確保について 

売上の減少や人件費、仕入価格の上昇等、企業を取り巻く経営環境が厳しい中、

中小企業・小規模事業者の再生に向けた支援がますます必要とされていることから、

令和７年度においても同事業補助額を前年度以上に確保してくださるようお願い

いたします。 

 

（６） 支援機関の連携強化による事業承継の推進について 

令和元年度に個人事業承継税制が創設され、相続税・贈与税の猶予が個人事業者

にも適用されました。この制度の利用（事業承継計画の提出）についても法人と同

じく県が窓口となっていることから、制度の利用促進に向けてさらなる周知に努め

てくださるようお願いいたします。 

また、商工会議所としても「新潟県事業承継・引継ぎ支援センター」と連携して

取組強化を図りますので、県におかれても同センターのさらなる活用により、事業

承継支援のワンストップ化と支援体制強化が図られ、一件でも多くの事業承継が推

進されるよう引き続き支援策の強化をお願いいたします。 

このほか、昨年度から開始した市町村によるオープンネームでの事業承継推進支

援は、地域経済・雇用を支える中小企業・小規模事業者の後継者確保に有効な手段

であることから、取組の拡大に向けて、令和７年度以降も県による積極的な支援を

お願いいたします。 

さらに、令和８年３月末まで提出期限が延長されている特例承継計画については、

法人版事業承継税制の特例措置の恒久化を国に強く働きかけてくださるようお願い

いたします。 

 

（７） 中小企業・小規模事業者のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進について 

中小企業・小規模事業者が、業務そのものや、組織、業務プロセス、企業文化や

風土を変革し、競争上の優位性を確立して経営力を向上させるためにデジタル化や

ＤＸを推進できるよう、補助・助成制度の創設や既存制度の拡充などにつきまして

手厚い支援をお願いいたします。 

なお、中小企業・小規模事業者がデジタル化やＤＸを進める際に重要なことは、

一貫して専門家が伴走支援する体制であると考えます。課題発見からデジタルの実

装までを一貫して支援していただける制度について、支援事業の創設や既存支援策

の拡充について、特段のご配慮をお願いいたします。 

また、多くの事業所においてデジタル化やＤＸの担い手となる人材が不足してい

ますので、その育成や確保について、支援策を講じてくださるようお願いいたしま

す。 
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（８） 地域経済発展に向けたＳＤＧｓへの取組と機運醸成について 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）は、経済面、社会面、環境面の幅広

い課題の統合的な解決を目指すものであり、持続的な社会の実現のために、民間企

業等の積極的な関与が期待されており、企業活動においても、経営リスクを回避す

るとともに、新たなビジネスチャンスを獲得するためのツールとしてＳＤＧｓの活

用が注目を集めていることから、ＳＤＧｓに関する情報発信を強化していただくと

ともに、ＳＤＧｓに取り組む企業への支援策を手厚く講じていただくなど、各種施

策にＳＤＧｓの視点を取り入れ、地域経済の持続的発展に向けて積極的にお取り組

みいただくようお願いいたします。 

 

（９） 脱炭素や省エネ対策の推進について 

脱炭素や、省エネ対策を推進するため、設備導入に伴うイニシャルコストの負担

軽減に向けた補助金や助成制度の拡充と、脱炭素社会に向けた情報発信や教育活動

の充実をお願いいたします。 

 

（１０） 建設産業の活性化対策について 

県内建設産業の活性化を図るためには、総合相談窓口である新潟県建設サポート

センターの拡充はもとより、経営改善、業種転換、新分野進出等をはじめ、デジタ

ル化・ＤＸ推進について、令和７年度も地元商工会議所と連携した研修会・セミナ

ーの積極的な開催支援をお願いいたします。 

また、県内の公共工事費の拡大及び早期発注及び平準化を進めるとともに、地元

優先発注の徹底等を図り、公共工事の発注増加並びに受注金額と工期の適正化に向

けて、特段のご配慮をお願いいたします。 

公共工事設計労務単価の引き上げについては、技能労働者等の入職促進と離職防

止、働き方改革を推進し、施工体制、技能水準の適正な評価に向け、国に対して強

く働き掛けてくださるようお願いいたします。 

 

（１１） 除雪事業における「基本待機料制度」の拡充について 

 全国有数の積雪地帯である本県において、冬季間の生活道路の確保は、県民の暮

らしを守る再優先課題です。しかしながら少子高齢化や人口流出により除雪のオペ

レーターや作業員の確保が大きな課題となっています。 

つきましては、除雪関連業者の育成や安定的で持続可能な除雪体制を維持するた

め、除雪事業における「基本待機料制度」について、待機料の増額など一層の拡充

をお願いいたします。 

 

 

 

 

新規 
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３．地域産業の育成・振興施策の拡充について 

地域産業の育成・振興施策の拡充を図るため、次の事項について特段のご配慮をお

願いいたします。 

 

（１） 地場産業を総合的に支援する事業の継続・強化について 

産地の知名度向上やものづくり技術の継承、高度技術の習得、成長分野へのチャ

レンジ等、産地の抱える課題を改善して持続的な発展を図ることで、ブランド構築

や中長期の受注拡大等につなげるため、県においては「ものづくり産地持続・強化

支援事業」「ファクトリーブランド育成事業」「企業連携プロジェクト創出事業」等

で地場産業を支援いただいておりますが、令和７年度におきましてもこれらの事業

を継続・強化してくださるようお願いいたします。 

 

（２） 販路開拓支援事業の拡充強化について 

中小企業・小規模事業者の受注確保や販路開拓を図るための「企業連携プロジェ

クト創出事業補助金」等の支援と合わせ、令和７年度におきましても、「海外展開加

速化支援事業」や「海外展開トライアルサポート事業」等の海外販路開拓を支援す

る事業の拡充強化について特段のご配慮をお願いいたします。 

また、海外販路拡大に向けては、関係機関がそれぞれ取組を強化していますが、

今後はさらに連携強化を図り、「オール新潟」体制での事業構築・実施に努めていた

だきますようお願いいたします。 

さらに、輸出用精米工場及び燻蒸倉庫の早期の指定・登録に向けた国・領事館等

への働き掛けを強化くださるようお願いいたします。 

 

（３） 起業・創業支援の推進について 

新潟県では、産業構造による廃業率の低さや起業志望者の県外流出等の理由から

統計的に開業率が全国最低レベルで低迷してきましたが、ここ数年の間に県内各地

には公的機関が支援する民間のスタートアップ拠点が複数誕生するなど、産官学連

携の起業・創業支援の取組が積極的に行われるようになっています。 

新規創業者の新しい挑戦やベンチャー企業の著しい成長は、地域経済に刺激と新

陳代謝をもたらし、大いに活性化につながることから、引き続き起業・創業支援、

ベンチャーやスタートアップ支援を他県に例を見ないレベルで先進的に推進して

いただくようお願いいたします。 

 

（４） 起業チャレンジ応援事業の拡充実施について 

本事業は、新規創業時の最も大きな課題であった創業準備段階における経費に対

する支援策として活用され、平成 22 年度の創設以来多くの開業に結びつき、商工

会議所では安定した経営の継続を支援するため、開業後のマネジメント支援を行っ
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ています。 

県内における創業を一層促進するために、令和７年度におきましても、本事業を

拡充実施してくださるようお願いいたします。 

また、実施に当たっては十分な募集期間を設けるなど、連携する商工会議所と公

募スケジュールの摺合せ等を事前に行い、引き続き円滑な事業実施を図ってくださ

るようお願いいたします。 

 

（５） 地域振興推進事業費の確保について 

国においても産業競争力強化法に基づき、創業支援計画の認定を受けた市町村が、

商工会議所等地域経済団体と連携し、創業者支援を行う制度が創設されていますが、

本事業は県独自の制度として、多くの商工会議所において、地域中小企業の経営革

新や雇用創出を伴う起業を支援する事業として活用されています。 

ついては、地域経済の活性化に対して大変有効な事業であることから、令和７年

度も同補助額を前年度以上に確保してくださるようお願いいたします。 
 

（６） 新潟県工業技術総合研究所の機能拡充等について 

新潟県工業技術総合研究所について、専門人材の配置や研究開発・試験のための

機械設備の充実を図ってくださるようお願いいたします。 

合わせて各支援センターにおいても、その利用の促進を図るため、管内企業訪問

などを通じて、一件でも多くの支援が推進されるよう積極的な取組をお願いいたし

ます。 

 

（７） 中小食品製造・加工事業者への支援策の拡充について  

中小の食品製造・加工事業者の経営の安定・発展を後押しするため、事業用設備

又はロボットを含む機械装置等の導入、ＤＸの推進に対する公的な補助金制度の拡

充を図ってくださるようお願いいたします。 

また、事業者の売り上げ増加に向けて農林水産品をはじめとする新潟県産品のさ

らなる高付加価値化や流通量の確保を含めた販売力の強化に努めて国内外のマー

ケット拡大を図るなど、引き続き支援策を強化してくださるようお願いいたします。 

 

（８） 成長産業分野への参入促進・支援強化等について 

今後、市場の拡大が期待される航空機産業分野や健康・医療・福祉関連分野等の

成長産業分野において、新規参入や関連企業の集積が促進されるよう、産学官金の

連携強化や高付加価値化に向けた取組等を継続実施いただくとともに、既存の取組

に対する支援強化を積極的に図ってくださるようお願いいたします。 

また、若者の雇用機会を創出し、地域経済の活力を維持・拡大するためにも、成

長産業分野の企業誘致を推進してくださるようお願いいたします。 
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（９） エネルギー・環境産業の振興について 

今後、産業政策の重要な要素を占めると思われる、エネルギー・環境産業の振興

について、新潟県の歴史的優位性等も活かしてハード・ソフト両面の環境整備を進

めていただき、関連企業や先進企業等の誘致にも引き続き積極的に取り組んでくだ

さるようお願いいたします。 

 

（10） 文化芸術活動への支援について 

文化芸術活動は社会全体の健康や幸福を維持するために必要不可欠なものです。 

また、長きにわたり紡がれてきた文化や芸術は、一度途絶えると復活させること

は至難の業です。県からは新潟県文化活動推進事業補助金等でご支援をいただいて

おり、このたび新たに次世代の担い手育成についても支援策を講じていただいたと

ころです。文化や芸術は多岐にわたることから、さらに多様で包括的な芸術文化活

動支援を展開してくださるようお願いいたします。 

 

 

４．中小企業・小規模事業者の人材確保・育成支援の拡充について 

（１） 多様な労働力確保に向けた支援策の拡充について 

中小企業・小規模事業者においては業種を問わず、人材確保が喫緊の課題となっ

ております。国内の人口減少により、就労人口も減少し、就労者の確保が期待でき

ない現状において、作業効率を高め生産性向上を図ることに加え、労働力不足を補

うために就業機会を求める女性や高齢者等多様な人材の登用、専門的・技術的分野

における優秀な外国人材の受け入れも今後は必要であると考えます。 

ついては、将来に向けた労働力不足を解消するために、また、ダイバーシティ＆

インクルージョン等多様な人材の活躍を推進するためにも、高齢者や女性、障がい

者などを積極的に雇用できる支援策と外国人労働者の受け入れに向けた環境整備

等を講じてくださるようお願いいたします。 

また、新卒採用を含め、人材確保に困難が生じている中小企業・小規模事業者も

あることから、採用等人材確保に関する新しい取組に対する支援策を講じてくださ

るようお願いいたします。 

 

（２） 人材確保・定着・育成に向けた取組支援について  

中小企業・小規模事業者にとって構造的な課題であった人手不足がさらに深刻化

し、供給力不足によるビジネスチャンスの喪失と合わせ、働き方改革への対応が必

要となっています。 

ついては、中小企業・小規模事業者が行う賃上げや省人化投資など、人手不足対策

への支援の拡充やリスキリング支援（教育訓練や代替要員確保等の費用補助、リスキ

リング修了者への待遇改善への支援）について特段のご配慮をお願いいたします。 
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（３） 働き方改革への対応・支援について  

働き方改革については、「新潟働き方改革推進支援センター」が設置されるなど、

様々な取組が進んでおりますが、中小企業・小規模事業者が円滑に対応できるよう、

働き方改革セミナーの開催やＡＩ・ＩｏＴ導入による成功事例の紹介等、県におい

ても啓発活動及び支援策を展開してくださるようお願いいたします。 

 

（４） 兼業・副業人材活用への支援について  

兼業・副業人材を活用することは、コストを抑えて都合よく人材を獲得できるだ

けでなく、高度なスキルやノウハウを持つ人材を受け入れることで、各社にとって

も地域経済にとっても、様々な経営課題の解決が可能になり、ゆくゆくは「転職を

伴わない移住」など定住人口拡大にもつながり得るという大きなメリットがありま

す。ついては、兼業・副業人材の活用について、積極的に啓発活動及び支援策を展

開してくださるようお願いいたします。 

 

（５） 魅力ある企業の誘致とＵ・Ｉターン促進の支援強化について  

県外へ進学した学生が地元に戻りたいと思える魅力ある企業の誘致を行政及び

関係機関が連携を図り実施するとともに、Ｕ・Ｉターンがさらに促進されるよう、

学生及び企業に対する支援強化をお願いいたします。 

また、県内企業における優秀かつ将来性のある人材の確保につなげるため、県外

流出の対策を図るとともに、一人でも多くの人材が県内企業に就職するよう、「に

いがた暮らし・しごと支援センター」等を活用しながら、人口流入に向けた取組を

積極的に展開してくださるようお願いいたします。 

 

（６） 県内・県外学生の県内就職に向けた情報発信強化について  

労働力人口の減少に伴い、中小企業の新卒者採用は非常に競争が激しく、企業の

組織強化や人員構成の適正化を求め、将来的な企業の存続を見越した上で採用活動

が続けられています。 

ついては、県内外の学生やその保護者に県内企業を知ってもらう機会の提供及び

県内企業に就職を希望する学生とのマッチングを推進するために、ＷＥＢを活用し

た効果的な情報発信を強化いただくとともに、地元出身の学生の他、Ｕ・Ｉターン

者に対するインターンシップ受入企業に関する情報について、より効果的な発信に

努めていただくようお願いいたします。 

 

（７） 専門高校の統廃合について 

専門高校は地元産業との結びつきが深く地場産業の活性化や持続的な発展を支

える存在と言っても過言ではありません。 

現在検討が進められている「県立高校の将来構想」においても、新しい価値を創

造することができる人づくりを目指した（仮称）産業高校の設置を検討するとされ
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ています。 

ついては、それぞれの地域の実情を十分ご理解いただいた上で、地域に必要とさ

れる専門高校・専門学科の存続及び地域の社会的課題の解決に向け新しい価値を創

造できる人材育成を目指した専門高校・専門学科を新設されるようお願いいたしま

す。 

また、専門高校の魅力を増し、若者の県外流出を防ぐため、専門高校からの県内

国公私立大学への推薦枠確保や推薦枠拡大に向けて、働き掛けをお願いいたします。 

 

（８） 建設業への若者定着及び技術労働者の確保・育成支援について  

中小建設業では、若者の業界離れや離職者の増加等、人手不足による人材確保難

が深刻で、事業継続にも関わる死活問題となっています。 

建設業関係団体が行う合同就職説明会や技能資格の取得研修等を支援いただい

ているとともに、建築・土木系学科を設置している工業高校での現場見学会・出前

講座及び土木出張ＰＲの他、テクノスクールでの職業訓練を通じて建設人材の育成

にご協力いただいておりますが、中小建設業に興味を示してくれる学生や若者が増

えない状況にあります。 

ついては、建設業の重要性や役割、魅力等について、県民や学生等から理解して

もらうための職場見学会や出前講座等、効果的な情報発信や広報に一層努めていた

だくとともに、工業高等学校における建設系の専門学科創設や、職業訓練校におけ

る建築・土木専門コースの教育内容充実、インターンシップやデュアルシステムの

実施等、引き続き建設人材の確保・育成に支援策を講じてくださるようお願いいた

します。 

 

（９） 安定的な物流や輸送の確保に向けた取組について 

令和６年４月から自動車運転業務の時間外労働時間上限規制等が適用されたこ

とから、中小企業を中心にドライバー不足が一層深刻な問題となっています。 

ついては、運輸・運送業界における給与体系や長距離輸送の実態を考慮し、業界

等との調整をはじめ、安定的な物流や輸送の確保に向けた取組を展開していただく

ようお願いいたします。また、地元企業で働く若者の定着に向けて、大型・普通第

２種免許取得や自動車整備の資格取得への支援制度の創設についてお願いいたし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

修正 
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５．原子力発電所立地地域の発展について 

柏崎刈羽原子力発電所は、我が国のエネルギー政策に貢献し、経済活性化の一翼を

担ってきました。 

東日本大震災時の事故により国内全ての原子力発電所が停止されたことを受け、原

子力規制委員会が新しく世界で最も厳しい規制基準を策定し、それを満たす発電所を

再び利活用することが国によって進められています。 

我々経済界としても、安全性を全てに優先させることを大前提に、安定的かつ安価

で電力を供給できる原子力発電所の再稼働の必要性を認めるものです。 

ついては、安全対策はもちろんのこと、避難計画の実効性の向上や避難路の整備の

ほか、県民理解向上のための取組等に加えて、原子力発電所立地地域である当県がそ

の役割に応じたメリットを享受して発展できる仕組みづくりを、国の責任において早

急に進めるよう、働きかけをお願いいたします。 

 

 

６．産業の発展を支える社会資本の整備等について 

下記の事項を地域経済活性化及び大規模災害発生時の代替機能の強化のための戦

略的社会資本として位置付けていただき、優先的に整備を進めてくださるよう特段の

ご配慮をお願いいたします。また、国をはじめとする事業主体への働き掛けを強めて

くださるようお願いいたします。 

 

（１） 道路の整備について 

① 日本海沿岸東北自動車道の朝日まほろばＩＣ～あつみ温泉ＩＣ間の整備促進 

 について 

 

② 磐越自動車道の全線４車線化の早期事業化について  

 

 ③ 上越魚沼地域振興快速道路の整備促進について  

 

④ 国道８号柏崎バイパスの整備促進について  

 

⑤ 国道 116 号吉田バイパスの整備促進について 

 
⑥ 国道 289 号（八十里越）道路改良事業の整備促進について 

 
⑦ 長岡東西道路４車線化の早期事業化について 

 

修正 
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⑧ 国道８号（上越市大潟区犀潟～下荒浜）暫定２車線区間の早期４車線化につ

いて 

 

⑨ 国道 18 号上新バイパス（上越市中郷区市屋～妙高市内～上越市寺町北）暫定

２車線区間の早期４車線化について 

 

⑩ 都市計画道路黒井藤野新田線の早期全線開通について 

 
⑪ 松本糸魚川連絡道路の整備促進について 

松本糸魚川連絡道路は、糸魚川市と長野県中信地域を結ぶ、経済活動のみなら

ず防災、生活面においても重要な道路であるとの認識から、新潟県としても長野

県と競うように一部区間で事業実施されているところです。 

今後とも、早期完成に向けて事業化区間の早期着工と新潟県側全ルートの事業

化決定をお願いいたします。 

 

⑫ 県央基幹病院設置に係る道路環境整備について 

令和６年３月にＪＲ燕三条駅南側の高速道路西側に救命救急センターを併設

した済生会新潟県央基幹病院が開設しましたが、重篤な患者を一分、一秒でも早

く搬送するためには、アクセス道路等の環境整備が必要不可欠です。 

現在、県央基幹病院に至るアクセス道路については、慢性的な渋滞が発生して

いることから、こうした状況等を踏まえ、下記道路環境の整備促進を図ってくだ

さるようお願いいたします。 

 

〇 国道 289 号バイパス整備及び（仮称）石上大橋下流橋建設促進について 

県央基幹病院へのアクセス道路である都市計画道路３・３・７号大島東大崎

線及び（仮称）石上大橋下流橋建設の早期着手及び燕市地内の現道拡幅につい

て整備促進を図ってくださるようお願いいたします。 

 

〇 国道 403 号バイパス整備促進について 

慢性的な交通渋滞を解消するため早期に国道403号の整備及び延伸を促進し

てくださるようお願いいたします。 

 

〇 主要地方道燕分水線の改良及び拡幅について 

主要地方道燕分水線は、燕市内の分水地区及び吉田地区から県央基幹病院へ

の重要なアクセス道路となることから、道路環境の整備促進を図ってくださる

ようお願いいたします。 

 

 



- 15 - 

 

⑬ 新潟・鳥屋野潟南部地区（住居・交流拡大ゾーン）の開発に伴い、今後予想さ 

れる交通渋滞の緩和対策について 

 
⑭ 新潟市中心部と五泉市とを結ぶ幹線道路の整備について 

地域交通の利便性に加え、沿線各地の産業振興、地域経済の発展、更に冬期間

の交通安全と沿線住民の生活向上に大きく貢献するため、このアクセス道路の整

備促進を図ってくださるようお願いいたします。 

 

⑮ 大雪に対する除雪体制や各種支援策の強化について 

昨今、豪雪による幹線国道や高速道路上での大規模な車両の立ち往生の発生や、

倒木等の影響による停電等が県内各地で発生し、地域の生活や社会・経済活動に

多大な影響を及ぼす状況が頻繁に見られるところです。 

ついては、大雪に対する除雪体制の強化をはじめ、各種支援措置を拡充される

ようお願いいたします。 

 

（２） 鉄道の利便性改善等について 

① 通勤・通学の時間帯における信越本線をはじめ県内在来線における利便性の 

確保（増便等）について 

 

② 冬期における在来線ダイヤの運行確保について 

安全性の確保は当然のことと理解していますが、冬期の通勤・通学の足を確保

するためにも、雪や風に強く定時運行できる鉄道として整備されるようにＪＲ東

日本に対して働き掛けてくださるようお願いいたします。 

 

③ 大糸線の路線維持と利便性向上について 

大糸線は、糸魚川市と長野県松本市を結ぶ沿線住民の生活に不可欠な路線であ

るとともに、日本有数の観光地を縦走する鉄路であります。 

一方で、地方鉄道の多くは人口減少等の理由で利用者が大きく減少し、国も関

与して再編協議を促す動きも打ち出されており、大糸線についても、大糸線利用

促進協議会や大糸線利用促進輸送強化期成同盟会振興部会で存続に向けた利用

促進策を講じているところですが、鉄道事業者とは考え方に大きな開きがあるの

が現状です。 

地方赤字路線の維持については、ＪＲなど民間各社だけに働きかけても限界が

あることから、国策としての支援を国に働きかけていただきますようお願いいた

します。 

 

④ 只見線の利用促進について 

  沿線市町村の生活を支える交通基盤であるとともに、全国的にも景観の美しさ
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が知られ、鉄道ファンにも親しまれる重要な観光資源である只見線について、福

島県等とも連携しながら利用促進に努めてくださるようお願いいたします。 

 

⑤ 飯山線の利便性向上について 

飯山線の越後川口駅と森宮野原駅間は駅ホーム内が単線のため、運行本数の増

便や効率的な運行を実現することが難しい状況になっています。 

ついては、飯山線沿線地域の観光振興のために、飯山線と上越線の運行本数の

増便と、各駅でのすれ違いが可能となる駅ホームの複線化の実現に向けて関係機

関に対して働き掛けてくださるようお願いいたします。 

 

⑥ 米坂線の早期運転再開について 

令和４年８月の豪雨に伴う鉄道設備の安全確認や復旧作業の影響で、坂町～今

泉駅間の上下線で運転を見合わせている米坂線について、早期の運転再開に向け

て、ＪＲ東日本や国に対して強く働き掛けてくださるようお願いいたします。 

 

（３） 港湾の整備と利便性の強化について 

① 新潟東港の整備促進等について 

1) 洋上風力発電の建設拠点となる基地港湾としての整備促進 

2) 大型コンテナ船の着岸が可能となる水深-14ｍ岸壁の整備促進 

3) コンテナターミナルの運営会社へのさらなる協力体制の構築 
 

② クルーズ客船の誘致と寄港時における受入体制の充実強化について 

県内港湾（新潟港、両津港、小木港）においては、コロナ前に迫るペースでク

ルーズ船が寄港していますが、引き続き県内港湾へのクルーズ船の誘致と、来訪

されたお客様の満足度を高めるための寄港時における受入体制の充実強化、岸壁

の整備をはじめとする港湾施設整備を強力に推進してくださるようお願いいた

します。 

また、県内の新たな寄港地として直江津港への誘致を地元自治体や関係機関等

とともに積極的に推進くださるようお願いいたします。 

 
③ カーボンニュートラルポート形成に向けた取組の推進について 

 

④ 新潟東港におけるオン・ドック・レール構想の早期実現について 

新潟東港から旧藤寄駅間の約 800ｍを復活させてＪＲ白新線とつなぐ「オン・ド

ック・レール構想」については、環境問題や「2024 年問題」に端を発する輸送力

不足への対策としてモーダルシフトの進展に寄与することから、その早期実現に

向けて関係機関と連携して積極的に取り組んでくださるようお願いいたします。 

 

新規 
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⑤ 新潟西港万代島地区周辺における賑わいの創出について 

 

⑥ 新潟港のさらなる国際化と防災・救援機能の強化について 

日本海側の総合的拠点港湾として位置づけられている新潟港が、今後、対岸諸

国や東南アジア諸国との物流の拠点となれるよう、従前以上に取組を強化してい

ただくとともに、首都直下型地震の際の「代替港」としての機能確保のためにも、

国と連携したバックアップ機能の強化をお願いいたします。 

 

⑦ 姫川港港湾改修事業と後背地の整備促進について 

姫川港の荷扱い量の増加と松糸道路開通による長野県中信地域との物流量の

増加は、糸魚川地域に大きな経済効果をもたらすものと期待しています。そのた

めにも、松糸道路開通に合わせて港湾後背地の荷積み場等の受入れ態勢を整えて

おく必要があります。 

-11ｍ岸壁の改修などに鋭意お取り組みいただいているところですが、引き続

き地元自治体と連携強化し、姫川港の後背地の有効活用ための整備促進を合わせ

て進められますようお願いいたします。 

 

⑧ 直江津港港湾施設における老朽化対策推進をはじめとした整備促進について 

直江津港は、２つの発電所とＬＮＧ供給施設とあわせ、国内のエネルギーの安

定供給に大きく寄与する重要な基地となっています。 

また、上越地域や長野県北部を背後圏とする内外貿易の拠点として、さらには

太平洋側港湾の被災時等における代替港湾としての機能確保の面からも、引き続

き港湾施設の老朽化対策等の推進をお願いいたします。 

加えて、本年１月１日に発生した能登半島地震により大きな被害のあった岸壁

をはじめとする港湾施設の復旧を進め、「災害に強い港湾」としての整備を、長期

的視野に立って推進いただきますようお願いいたします。 

 

⑨ メタンハイドレートの開発に伴う県内港湾の活用について 

メタンハイドレートの開発については、国では令和 12 年度末までに、民間企

業が主導する商業化に向けたプロジェクトが開始されることを目指し、研究開発

を進めているとのことですが、商業化に向けての県内企業のさらなる技術開発の

推進について、県としてもご支援くださるようお願いいたします。 

また、「海洋エネルギー資源開発促進日本海連合」の一員として、国への働き掛

けを継続していただくとともに、エネルギー港湾として直江津港をはじめとする

県内港湾のポテンシャル向上に努めてくださるようお願いいたします。 

 

⑩ 小木直江津航路の維持・確保に対する支援について 

「佐渡島（さど）の金山」の世界遺産登録や北陸新幹線の敦賀延伸により、小
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木直江津航路は、佐渡観光の玄関口として欠かすことができない重要な役割を担

うことから、運航事業者の経営状況を踏まえた航路の維持確保に向けた利用促進

に対する助成措置を講じるなど、安定的な運航や地域経済への貢献のために必要

な支援をお願いいたします。 

 

⑪ 寺泊小木航路の観光航路化と支援策の強化について 

観光振興による地域活性化を推進している寺泊地域にとって、佐渡との航路は

大変重要な観光航路であります。 

中越地区・県央地区をはじめ、新潟県全体の交流人口の拡大と広域的な観光振

興、さらには、「佐渡島（さど）の金山」の世界遺産登録を契機とした展開や交流

ネットワークの整備等の視点からも、寺泊小木航路の観光航路化に向けた旅行商

品造成と継続した支援策の強化をお願いいたします。 

 

⑫ 岩船港の整備促進や機能強化について 

村上市・胎内市沖洋上風力発電事業において岩船港を建設補助港及びメンテナ

ンス港として活用できる港湾施設の整備や港湾機能の強化について取り組んで

くださるようお願いいたします。 

 

（４） 新潟空港の整備と利便性の強化について 

① 既存路線の維持・拡大及び新規航空路開設に向けた取組の強化について 

とりわけ国際線については、インバウンド受入機会の創出や輸出促進にもつな

がることから、旅客便・貨物便ともに積極的な誘致に取り組んでくださるようお

願いいたします。 

 

② 冬期の安全性と安定運航確保に向けたさらなる除雪体制の強化（除雪時間短

縮等）について 

 

③ 新潟空港滑走路の沖合展開に向けた検討・研究について  

 

④ ＢＪ（ビジネスジェット）や国際線を含めたＬＣＣの誘致促進について 

 

⑤ 新潟空港から県内観光地等への二次交通の充実に向けた取組強化について 

 

⑥ 飛行機の離発着時間に合わせた公共交通のダイヤ設定や分かりやすい誘導看

板の設置等を含めた新潟空港利用者に対する利便性向上に向けた取組への支

援強化について   
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⑦ 地域航空運航会社トキエアの利用拡大支援について 

新潟空港の活性化及び県民の利便性向上に大きく貢献すると見込まれる同社

の利用拡大について、県として引き続き積極的にご支援くださるようお願いいた

します。 

なお、新潟空港の発着時間については、二次交通の利便性向上を含め、県内外

の利用者がより利用しやすくなるような取組や働きかけをお願いいたします。 

また、今後も、中部国際、神戸、佐渡と順次路線が結ばれる予定ですが、各就航

先との官民を挙げた交流を促進してくださるようお願いいたします。 

 

⑧ 農水産品輸出促進に向けたＣＩＱ機能の整備について 

新潟県産品はもちろんのこと、隣県産品の輸出拠点にもなり得ることから、新

潟空港と各市場や産地をスムーズに繋ぐＣＩＱ機能の整備について、国に対して

働き掛けてくださるようお願いいたします。 

 

⑨ 空港駐車場の拡大、無料化について 

空港駐車場の混雑が慢性化し、利便性が低下しています。駐車場や駐車可能区

域を拡大するとともに、駐車料金の無料化についても取り組んでくださるようお

願いいたします。 

 
（５） 保倉川放水路整備の早期事業化について 

近年、全国的に降雨状況が激甚化・頻発化し、防災・減災対策の必要性が高まり、

これまで、たびたび大きな水害に見舞われている保倉川流域においても抜本的な治

水対策が求められています。 

保倉川の下流域は、直江津港を中心とした生産拠点として大きく発展し、市内製

造業従事者の雇用の３割を占める上越地域経済にとって大変重要な役割を果たす

地域です。 

沿川地域住民の生命・財産を守り、企業等が安心して立地・操業するためには、

放水路の整備が不可欠であり、抜本的な治水対策である保倉川放水路整備の早期事

業化について、特段のご配慮をお願いいたします。 

 

（６） 大河津分水路改修事業の促進について 

大河津分水路は、広大な越後平野を長年に渡り水害から守り続け、信濃川流域住

民の安全・安心な生活を支えるとともに、産業・経済活動をも繁栄に導いてまいり

ました。 

しかし、昨今の気候変動に伴う豪雨の頻発により、平成 23 年の新潟福島豪雨や

令和元年東日本台風による洪水では、水位が危険な状態まで上昇しました。 

この大河津分水路改修事業は地域住民の長年の悲願であり、事業の促進による治

水安全度の向上、地域住民の安全・安心と地域経済の発展のためにも、一層の事業

新規 

 

修正 
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の進捗を国に働きかけてくださるようお願いいたします。 

 

（７） 産業廃棄物最終処分場の整備促進について 

県においては、産業廃棄物最終処分場の整備予定地として上越市柿崎区内の２箇

所を決定し、基本構想を公表して、令和５年度から環境アセスメント等の調査や用

地取得に向けた取組が開始されました。 

つきましては、産業・経済活動の基盤整備の観点から、一日も早い運用開始をお

願いするとともに、引き続き県内の産業廃棄物最終処分場の必要な埋立容量の確保

に努めてくださるようお願いいたします。 

  また、鋳物廃砂処理については、他県で取組が行われている山砂の代用によるレ

ンガづくりの他、アスファルト道路の砂の代用として処理されているなどの事例も

あり、リサイクルが図られるよう、事業者支援をお願いいたします。 

 

（８） 次世代自動車の普及に向けた環境整備の強化について 

2050 年までのカーボンニュートラル達成に向け、次世代自動車（ＥＶ・ＰＨＥＶ・

ＦＣＶ）の普及拡大が急速に進んでおり、ＣＯ2 削減等を含め環境に配慮する意識

が高まっています。 

ついては、今後の普及啓発活動並びに普及促進を図る必要性があることから、利用

者の利便性向上のために、公共施設の駐車場に充電インフラの整備を進めていただ

くとともに、レンタカーへの導入や自治体としての率先的な車両の導入、急速充電器

の購入補助など、環境整備の一層の充実に努めてくださるようお願いいたします。 

 

（９） ハード・ソフト両面のデジタル基盤整備について  

デジタルインフラの整備については、５Ｇなど民間業者による整備が前提とされ

ていますが、大都市圏との格差を拡大しないためにも、地方の拠点都市から早期に

整備が進められるべきであり、特に人口集中地区については一気にデジタルインフ

ラを整備していただければ、東京一極集中の是正や、地方に仕事や人の流れをつく

ることにもつながると考えます。 

デジタル化の基本となるデータの集約と活用、セキュリティの強化等と合わせて、

国や関係機関とも連携して取組を推進していただくようお願いいたします。 

 

（10） 県外企業誘致の受け皿となる産業団地造成に対する支援について 

首都圏や東海圏の企業等を中心に、南海トラフ地震に備えるＢＣＰとして、工場

や事業所など製造・物流の拠点を分散させる動きが出ています。本県は、陸海空の

インフラが整い、分散化の候補地として優位性を持つことから、その受け皿となる

産業団地造成については、地元自治体はもとより県外企業の誘致活動を行う商工会

議所とも連携し、積極的な取組をお願いいたします。 
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７．上越新幹線・北陸新幹線の有効活用に向けた取組の強化について 

（１） 上越新幹線と北陸新幹線の有効活用について 

今後、日本海国土軸を強化し、日本海縦貫高速鉄道体系を構築していくためには、

上越・北陸両新幹線に接続する直行特急の実現は重要であり、在来線の運行体系等

が見直されてきている中、更なる利便性向上が強く求められるところです。東日本

と西日本を結ぶ速達性や広域移動に係る利便性を高めるためには、関西・北陸方面

と新潟方面へのアクセス向上につなげるための優等列車等、多様な運行タイプによ

る移動手段の充実を図ることが重要です。 

このため、北陸・上越両新幹線と在来線との接続性や速達性の確保による利便性

の維持・向上を図るために、今後も上越・北陸新幹線直行特急の実現に向け、積極

的な取組をお願いいたします。 

また、速達型「かがやき」の新潟県内の停車機会の確保については、全国新幹線

鉄道整備法に基づき、利便性の向上など地域振興に資するという理由で地方に負担

が課されたことを踏まえると、各県に同等の停車機会を与えるべきと考えます。 

北陸新幹線が敦賀まで延伸されたことから、運行各社では関東・関西方面への速

達性・利便性を考え、輸送体系の見直しを行うことが予想されます。引き続き、速

達型「かがやき」の新潟県内の停車確保について、国やＪＲへの働き掛けを強めて

くださるようお願いいたします。 

 

（２） 上越新幹線の運行本数維持について 

令和６年のダイヤ改正において、２年前に臨時列車化していた列車のうち、利用

好調な列車が定期列車として増発されました。また、最終列車の時刻が繰り上がっ

たものの、在来線への接続について利便性の向上が図られました。今後も上越新幹

線の運行本数が減少されることなく、現状の利便性が維持されますよう、積極的な

取組をお願いいたします。 

 

（３） 北陸新幹線ならびに上越新幹線と並行在来線の利便性確保について 

えちごトキめき鉄道株式会社が運行している妙高はねうまラインでは、上越妙高

駅での新幹線との接続改善等の利便性向上に取り組み、改善が図られてきていると

ころです。しかし、いまだに一部において接続の不便さが見られるとの指摘がある

ことから、新幹線の最大メリットである時間短縮効果を活かし、上越市内中心部へ

の誘導や観光地でもある妙高市・糸魚川市など上越地域全体の観光振興のためにも、

各運行会社との調整を含め最良の接続となるようなダイヤ改正について、えちごト

キめき鉄道株式会社に働き掛けをお願いいたします。 

また、北越急行株式会社が運行している「ほくほく線」についても、上越新幹線

越後湯沢駅と(信越本線、えちごトキめき鉄道経由)北陸新幹線上越妙高駅との接続

が不便との声が多く聞かれます。「超快速」の復活を含めたアクセスの向上はもと
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より、北越急行車両について利用者からは「トイレ設置車両」の導入を希望する声

が多いことから、ハード・ソフト両面からの利便性向上に向けて、北越急行株式会

社及びえちごトキめき鉄道株式会社へ働き掛けてくださるようお願いいたします。  

 

（４） 県内高速鉄道網の整備について 

北陸新幹線の開業後、新幹線による人的交流の拡大は首都圏及び北陸・関西圏に

も波及し、新幹線の開業効果は着実に現れているものと考えています。 

しかしながら、北陸新幹線開業後、上越・糸魚川方面から高速鉄道網による県都

新潟市方面への利便性が大きく低下しており、北陸新幹線の上越妙高駅・糸魚川駅

からのアクセス特急及び快速列車の利便性についても十分確保されている状況と

は言えません。また、令和４年のダイヤ改正に伴って「しらゆき」が５往復から４

往復となり、これまでの快速が新潟・長岡間の運転を取りやめるなど、利便性の低

下が著しくなっています。 

以降のダイヤ改正においても状況は改善しておりませんが、すでに実現した北陸

新幹線の敦賀延伸に加え、令和７年４月には大阪・関西万博が開催され、新潟県と

しても北陸、関西方面との人的、経済的交流に期待が持たれるところです。そのた

めにも、北陸新幹線と新潟市、さらには山形県、秋田県へとつながる日本海側を縦

貫する鉄道の利便性向上が強く望まれます。 

新潟県全体の経済振興を図るためにも、上越、糸魚川方面から新潟市、さらには

新潟市以北の拠点都市を結ぶ高速鉄道網の整備（信越本線を利用した高速鉄道や羽

越新幹線の早期実現など）を運行各社に働きかけてくださるようお願いいたします。 

 

（５） 新潟空港のアクセス向上について  

県では「新潟空港アクセス改善協議会」での議論を踏まえ、まずは既存の交通機

関の改善等により空港利用客の増加を目指すという方向性を示されました。 

しかし、新幹線の空港延伸を含め、鉄軌道を利用した新潟空港へのアクセス強化

については、新潟空港の活性化のみならず、太平洋側のリダンダンシーの確保とい

った観点からも重要なプロジェクトだと認識しています。 

こうした観点から、県におかれては空港活性化に向けた様々な取組の中で、空港

アクセスのあり方について一層議論を深めてくださるようお願いいたします。 

 

 

８．観光振興の取組強化について  

（１） 世界遺産となった「佐渡島（さど）の金山」に関する取組について   

「佐渡島（さど）の金山」の世界遺産登録がついに実現しましたが、引き続き国

や佐渡市とも連携して、遺産を未来へ引き継ぐための資産の保存・活用及び来訪者

の受入体制整備等についても検討を進め、なお一層の取組・対応を図ってくださる

修正 
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ようお願いいたします。とりわけ、県民自身が佐渡の魅力を体感し、後世に引き継

いでいくことが何より重要だと考えますので、県民による佐渡観光の推進について

積極的な取組をお願いいたします。 

なお、佐渡への観光客の受け入れについては、新潟と上越が玄関口となることか

ら、両市ならびに近隣市町村とも連携して取組を進めてくださるようお願いいたし

ます。 

 

（２） 新潟の観光ブランドづくりと魅力発信について  

新潟は、四季折々の自然と風土が育んできた「食文化」、雪国ならではの上質な 

「スノーリゾート」をはじめ、県土に広く根付く伝統芸能や歴史文化など、数多く

の魅力ある地域資源を有します。 

ついては、本県の優位性を活かした観光ブランドの確立や、観光客の受け入れに 

 向けた観光施設の整備、広域観光ルートを新たに新設、競争力のある観光地づくり

の推進、データを利活用したデジタルマーケティングによる誘客など、オール新潟

体制の先頭に立って新潟県観光立県推進行動計画の実施に着実に取り組んでくだ

さるようお願いいたします。 

 

（３） 効果的な観光情報発信と観光客受入体制の強化について 

デジタル技術を活用して観光情報を積極的に発信することや、観光案内看板、Ｗ

ＥＢ上での観光情報等の多言語化を従前以上に進め、インバウンドを含めた観光客

の受入体制を市町村とも連携して整備してくださるようお願いいたします。加えて、

新潟駅に新たに整備された観光案内所においては、全県を網羅する観光情報発信拠

点として総合的な機能のさらなる充実を図るべく、新潟市やＪＲをはじめとする関

係機関と連携して取組を進められるようお願いいたします。 

また、本県では、新潟県観光協会をはじめ複数の団体が「観光地域づくり法人（Ｄ

ＭＯ）」として登録していますが、それぞれのネットワーク化を図るとともに、地域

が持つ価値を拡大し、観光客等に対してさらに地域の魅力をアピールできるよう、

また、ゆくゆくはそれぞれの組織の自主運営による観光地域づくりが各地で有機的

に行われるよう、財政的な面を含め積極的に支援してくださるようお願いいたしま

す。 

 

（４） インバウンド誘客の促進について 

「佐渡島（さど）の金山」の世界遺産登録を契機にさらなるインバウンドの促進

を図るため、訪日外国人旅行者向けＪＲ東日本設定鉄道パス JR EAST PASS

（Tohoku erea）ならびに、Tokyo wide Pass、JR East－south Hokkaido Pass に

ついて、長岡駅・新潟駅までエリアが拡大されるよう働きかけをお願いいたします。 

また、効果的な集客のために、旅マエ（タビマエ）のタイミングで効率的かつ適

切なアプローチができるよう外国人向けの情報発信を強化いただくとともに、旅行

修正 
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中や滞在中の満足度を高めるために、多様な文化・生活習慣に配慮したインバウン

ド受入環境の高度化に向けた支援措置の継続・拡充（観光施設や交通機関の案内表

示や飲食店や小売店のメニュー表示等における多言語化、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備等）

をお願いいたします。 

 

（５） ＭＩＣＥ開催地としての新潟県の魅力向上に向けた取組について  

観光・コンベンション機能の強化を図り、ＭＩＣＥ開催地としての魅力を高める

ことは、交流人口の増加、経済波及効果の創出、さらには都市としての競争力向上

といった観点からも非常に重要なことだと考えます。 

新型コロナウイルスの影響により、ＭＩＣＥをはじめとした多くのイベント等の

開催が困難な時期が長く続きましたが、今後のＭＩＣＥ開催について、県内各市町

村や産業・経済界と連携を図りながら、従前以上に国内外に向けたＭＩＣＥ開催地

としての情報発信、積極的なセールスプロモーションの展開に努めてくださるよう

お願いいたします。 

また、本県でのＭＩＣＥ開催の際は、あらゆる手立てを尽くして、主催者及び参

加者の満足度を高め、定期的・継続的な開催につなげるよう各種取組の強化をお願

いいたします。 

なお、長期間のイベント等の中止・延期等で大きなダメージを負った関係事業者

に対しては、引き続き積極的な支援策を講じてくださるようお願いいたします。 

 

（６） 産業観光施設のＰＲ強化について 

新潟県内に存在する産業に関する歴史的施設や生産施設等は、名勝・旧跡、温泉

などの観光資源に加えて新たな観光資源として注目を集めています。 

県におかれては、県内の産業観光施設の情報収集・発信についてすでに取組をい

ただいていますが、関係機関との協力の下、さらに詳細なデータの提供等により一

層深掘りした取組を図ってくださるようお願いいたします。 

また、地域が主体的に産業観光の核となる資源の活用を図る取組に対して支援し

てくださるようお願いいたします。 

 

（７） 「ＳＬばんえつ物語」の広域的ＰＲ促進と支援について 

ＳＬばんえつ物語は、平成 11 年の運行開始から 26 年目に入りました。ＳＬが走

る沿線の７市町村及び商工団体では平成 10 年度から新潟県及び福島県の観光振興

を目的に「ＳＬばんえつ物語号磐越西線ＳＬ定期運行推進協議会」を組織し、様々

なイベント等を実施しています。つきましては、旅路の浪漫をかき立てる乗り物と

して県内外からの根強い人気を誇る「ＳＬばんえつ物語」を強力な観光ツールとし

て活用いただくとともに、首都圏や近隣各県、関西圏等に対しても、ＪＲとともに

官民挙げてＰＲし、県観光施策の重点事業として積極的に支援してくださるようお

願いいたします。 


